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経営成績
1999年3月31日終了の当会計年度において、セコム株式会社は、セ

キュリティサービスを中心に情報システム、メディカルサービス、教育サー

ビス、損害保険、マンションデベロッパー事業等の事業活動全般にわ

たってサービスの充実、営業の拡大、システムの構築、商品開発に努め

るなど、積極的に事業の拡充を図りました。こうした経営努力に加え、子

会社の売却による有価証券売却益の増加や今期初めて㈱エクレールの

売上が加わったことから、売上高および収入合計は前年度比22.1％増

の3,941億円に達しました。

業務部門別に見ますと、セントラライズドシステムおよびその他セキュ

リティサービスを含む契約関係収入は、前年度比4.7％増の2,663億円

で、売上高および収入合計の67.6％（前年度は78.8％）を占めました。

商品、ソフトウエア、メディカルサービスおよびマンションデベロッパー事

業の売上高は前年度比37.6％増の856億円で、売上高および収入合計

の21.7％（前年度は19.3％）となりました。投資有価証券売却益（純額）

は357億円、受取利息およびその他収入は65億円でした。

当年度は子会社の東京インターネット株式会社、米国ウェステック・レジ

デンシャル・セキュリティ社、米国バレー・バグラー・アンド・ファイア・アラー

ム社の全株式を売却し、売却益359億円を計上しました。東京インターネッ

ト株式会社の売却益は131億円、米国２社の売却益は228億円となります。

当年度の売上原価および費用総額は、前年度比15.0％増の3,115億

円でした。その主な増加原因は、売上規模の拡大によるセキュリティ

サービス、商品、ソフトウエア、メディカルサービスおよびマンションデベ

ロッパー事業の売上原価増加によるものでした。契約関係収入原価は、

人件費、減価償却費および通信費の増加などにより前年度比6.2％増の

1,398億円でした。これは、契約関係収入の52.5％（前年度は51.7％）

となります。商品、ソフトウエア、メディカルサービスおよびマンションデベ

ロッパー事業の売上原価は、前年度比50.2％増の657億円で、売上高

に対する比率は前年度の70.3％から76.7％に増加しました。販売費お

よび一般管理費は、前年度比で70億円（7.7％）増加し968億円となり、

売上高および収入合計に対する比率は24.6％（前年度は27.8％）とな

りました。販売費および一般管理費に含まれる研究開発費は、前年度の

54億円より減少して48億円となりました。その他費用は前年度比74.0

％増の81億円でした。

当会計年度では、法人税等は前年度より15億円増加して324億円と

なりました（連結財務諸表注記15を参照）。当期純利益は、前年度比

2.6倍の499億円となりました。当期純利益率は12.7％（前年度は5.9

％）でした。基本的EPSに基づく1株当りの当期純利益は、前年度の

163.40円より増加して429.03円となり、希薄化後EPSに基づく1株当り

当期純利益は前年度の162.96円より増加して428.17円となりました。な

お、1株当り70円の現金配当金が、1999年6月29日開催の株主総会で

承認されました。

財政状態
1999年3月31日現在、当社の連結総資産合計は、6,435億円で、前年

度比34.1%の増加でした。その内訳を見てみると、現金・預金および現

金同等物は、前年度比40.9%増の1,490億円で、有価証券は子会社の

売却代金による資金運用額の増加および期末に連結子会社となったセ

コム東洋損害保険㈱が保有する有価証券が加わったことなどから、前

年度比142.5％増の876億円となりました。一方、短期貸付金および未

収入金は、前年度比165.0%増の206億円となりました。その結果、流動
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資産は、前年度比58.2%増の3,629億円となりました。当会計年度の流

動比率は、前年度の1.8倍から2.4倍になりました。この数字が示す流動

性は、当社がすべての債務義務を果たし、積極的な設備投資活動を推

進していける高い流動性を持つ財務基盤を表しています。

減価償却費控除後の有形固定資産は、主に建物、警報機器および警

報設備が増加したため、前年度比3.9％増の1,558億円となりました。そ

の他の資産は前年度比67.0％減の74億円となりました。

流動負債合計は前年度比19.1％増の1,513億円でした。これは、㈱

エクレールによる販売用不動産の仕入れによる借入金の増加と、ＣＤ補

填用現金・預金のための借入金増加によるものです。また、固定負債で

は、セコム東洋損害保険㈱が連結子会社になったことにより、未経過保

険料およびその他の保険債務が301億円、保険契約預り金が575億円

計上されています。

資本勘定は、前年度比15.3％増の3,271億円でした。その他の剰余

金が416億円増加しており、また未実現有価証券評価益も60億円増加

しています。セコム東洋損害保険㈱を連結したことにより、負債金額が

増加した結果、自己資本比率は相対的に低下し、前年度の59.2％から

50.8％に減少しました。

 キャッシュ・フロー
当社は柔軟な事業活動を行い、強固な財務基盤を保つため高い流動

性を維持しています。

セコムは営業活動から得た現金・預金で、投資活動を行っています。

当会計年度中、営業活動から得た現金・預金（純額）は255億円減少

の319億円となりました。主な原因は、㈱エクレールの販売用不動産で

ある棚卸資産の増加と受取手形および未収契約料の増加によるもので

した。減価償却費および償却費は、8億円増加の305億円でした。

投資活動に使用した現金・預金（純額）は、有形固定資産の購入が

前年度より39億円増加し463億円であったものの、子会社３社の株式売

却代金およびセコム東洋損害保険㈱の現金・預金の増加のため、結果

として33億円のプラスとなりました。

財務活動から得た現金・預金（純額）は、昨年度の163億円のマイナ

スから、今年は㈱エクレールなどによる銀行借入金の増加により、87億

円のプラスとなりました。

当会計年度中の配当金の支払いは、１株当りの配当金が前年度の60

円から65円に増加したことにより、6億円増加しました。

上記により、当社の1999年３月期の現金・預金および現金同等物残高

は、432億円増加し1,490億円となりました。

後発事象
1999年8月11日に、当社は㈱パスコに150億円の資本参加をし、同社

株式の67.5%を保有する親会社になりました。

西暦2000年問題
コンピュータ西暦2000年問題に関しましては、当社は、早くから、経営

上の最優先課題のひとつとして認識し、取り組みを進めてきました。

基幹のセントラライズドシステムや経理人事システムについてはすで

に再構築を行い、また、お客様がご利用のATM自動開閉店制御監視

システム等については必要な修正を完了し、お客様に納入済みです。

さらに、1999年1月「西暦2000年問題への対応に関する行動計画」

を策定し、西暦2000年委員会を設置しました。委員長には代表取締役

社長が、委員には取締役と関係各会社の社長が就任し、同問題の調

査・審議・実行・フォローを行い、取締役会に報告しています。経営者

は、西暦2000年委員会から報告を受け、問題点や方針等について協議

し、必要事項を指示しています。

進捗状況としては、お客様にご利用いただいているレンタルのシステ

ムおよび機器、当社内のコンピュータシステム、外部インターフェースの

問題、建物の諸設備等、あらゆる面における影響を調査して対応してい

るところです。そのうち、優先度の高いものは原則として1999年6月まで

に、それ以外は1999年9月までに対応を完了する基本方針のもとで作

業を進めており、現在まで計画通り進捗しています。

また、西暦2000年問題への対応コストについては、既存のシステム・

機器の再開発の中で対応しており、新商品の開発、社内システム再構

築では、すでに西暦2000年問題を意識し開発を進めてきたため、西暦

2000年問題のみの対応支出金は明確に区分できません。今後発生す

る対応費用も、事業運営や業績に重要な影響を及ぼすことはないと考

えています。

なお、西暦2000年問題の影響により、システム停止、誤作動など万一

の不測の事態が生じた場合の影響を想定し、これらのトラブルによる影

響を極小化するためのコンティンジェンシー・プラン（危機管理計画）策

定の手続きを進めています。

しかしながら、セコムのご契約先側の設備や通信などの一般的な社

会施設の2000年問題を含めた、予測不可能な事態の発生があり得るた

め、2000年問題がセコムグループの事業に何らかの重大な影響を全く

与えないとは言い切れません。

経営者による財務状況および業績の検討と分析
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連結財務諸表
連結貸借対照表
セコム株式会社および連結子会社
1999年および 1998年 3月 31日現在

単位：千米ドル
単位：百万円 （注記 3）

3月 31日現在 3月 31日現在

資産 1999 1998 1999

流動資産：
現金・預金および現金同等物（注記6および19） ¥149,046 ¥105,808 $1,231,785

CD補填用現金・預金（注記7および19） 43,703 33,030 361,182

有価証券（注記8） 87,597 36,119 723,942

売掛金および受取手形（注記19） 17,621 12,715 145,628

未収契約料（注記19） 11,905 10,263 98,389

棚卸資産（注記9） 24,186 17,592 199,884

短期貸付金および未収入金（注記19） 20,559 7,757 169,909

貸倒引当金 (1,590) (1,317) (13,141)

繰延保険契約費（注記12） 2,034 — 16,810

繰延税金（注記15） 986 1,388 8,149

その他の流動資産 6,860 6,067 (11,556,694

流動資産合計 362,907 229,422 2,999,231

投資および貸付金：
投資有価証券（注記8） 46,468 28,976 384,033

関連会社に対する投資（注記10） 23,631 21,098 195,297

長期未収入金（注記19） 27,546 7,691 227,653

敷金および保証金 8,526 8,171 70,463

その他投資等 12,847 12,470 106,174

貸倒引当金 (1,620) (208) (13,388)

117,398 78,198 970,232

有形固定資産（注記11および18） ：
土地 41,240 38,593 340,826

建物および構築物 54,276 52,079 448,562

警報設備 80,540 77,922 665,620

警報機器 124,981 113,066 1,032,901

機械装置・器具備品および車両 34,450 36,651 284,711

建設仮勘定 3,163 4,040 26,140

338,650 322,351 2,798,760

減価償却累計額 (182,857) (172,453) (1,511,215)

155,793 149,898 1,287,545

その他の資産:
電信電話専用施設利用権 4,514 4,956 37,306

繰延税金（注記15） — 8,537 —

営業権（注記5） 321 3,252 2,653

無形固定資産その他 2,521 5,578 20,835

7,356 22,323 60,794

¥643,454 ¥479,841 $5,317,802

添付の注記はこれらの連結財務諸表の不可欠の一部です。
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単位：千米ドル
単位：百万円 （注記 3）

3月 31日現在 3月 31日現在

負債および資本 1999 1998 1999

流動負債:
短期借入金（注記7,11および19） ¥  32,704 ¥018,790 $   270,281

1年以内に返済期限の到来する長期借入債務（注記11および19） 9,849 5,637 81,397

支払手形および買掛金（注記19） 9,692 8,114 80,099

その他未払金 11,032 9,025 91,174

預り金（注記19） 28,617 19,089 236,504

前受契約料 23,750 25,683 196,281

未払費用等―
未払法人税等 16,941 19,106 140,008

未払給与等（注記19） 10,373 11,938 85,727

その他の流動負債 8,293 9,662 68,537

流動負債合計 151,251 127,044 1,250,008

固定負債：
長期借入債務（注記11および19） 21,511 23,227 177,777

預り保証金 17,325 16,208 143,182

未払退職・年金費用（注記13） 21,238 16,975 175,521

保険契約債務（注記12） 30,110 — 248,843

保険契約預り金 57,532 — 475,471

長期繰延税金 （注記15） 1,828 — 15,107

149,544 56,410 1,235,901

少数株主持分 15,512 12,547 128,198

資本：
資本金――額面1株当り50円（注記16および21）
授権株式数―300,000,000株
発行済株式数 1999年3月31日現在―116,392,109株 65,710 — 543,058

1998年3月31日現在―116,233,393株 — 65,327 —

資本準備金（注記16および21） 79,318 78,928 655,520

利益準備金（注記16） 6,677 5,956 55,182

その他の剰余金 183,968 142,326 1,520,397

その他の包括利益累積額
未実現有価証券評価益（注記8） 13,068 7,083 108,000

追加最小年金債務調整額（注記13） (8,819) (7,931) (72,884)

累積外貨換算調整額 (12,656) (7,824) (104,595)

327,266 283,865 2,704,678

差引―自己株式
  （1999年3月31日現在―11,817株、1998年3月31日現在―3,185株） 119 25 983

327,147 283,840 2,703,695

契約債務および偶発債務 （注記20）

¥643,454 ¥479,841 $5,317,802

添付の注記はこれらの連結財務諸表の不可欠の一部です。
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連結損益計算書
セコム株式会社および連結子会社
1999年 3月 31日終了年度を含む 3会計年度

単位：千米ドル
単位：百万円 （注記 3）

3月 31日終了の各年度 3月 31日終了年度

1999 1998 1997 1999

売上高および収入：
契約関係収入 ¥266,346 ¥254,493 ¥240,523 $2,201,207

商品、ソフトウェアおよびメディカルサービス売上高 85,580 62,184 57,459 707,273

投資有価証券売却益（注記22） 35,700 570 732 295,041

受取利息およびその他収入（注記14） 6,520 5,557 5,082 53,884

394,146 322,804 303,796 3,257,405

売上原価および費用：
契約関係収入原価 139,764 131,633 122,709 1,155,075

商品、ソフトウェアおよびメディカルサービス売上原価 65,677 43,726 40,809 542,785

販売費および一般管理費（注記17） 96,837 89,877 80,642 800,306

支払利息 1,078 1,051 1,195 8,909

その他費用（注記14） 8,097 4,654 4,150 66,917

311,453 270,941 249,505 2,573,992

税引前利益 82,693 51,863 54,291 683,413

法人税等（注記15）：
当年度分 34,946 31,533 29,707 288,810

繰延税額 (2,573) (683) 514 (21,265)

32,373 30,850 30,221 267,545

少数株主持分損益前利益 50,320 21,013 24,070 415,868

少数株主持分損益 1,241 1,676 971 10,256

持分法損益調整前当期純利益 49,079 19,337 23,099 405,612

持分法による投資損益 839 (347) (301) 6,933

当期純利益 ¥  49,918 ¥  18,990 ¥  22,798 $   412,545

単位：米ドル
 単位：円 （注記 3）

3月 31日終了の各年度 3月 31日終了年度

1999 1998 1997 1999

1株当り（注記4）：
当期純利益 ――基本的 ¥429.03 ¥163.40 ¥197.37 $3.55

――希薄化後 ¥428.17 ¥162.96 ¥197.03 $3.54

添付の注記はこれらの連結財務諸表の不可欠の一部です。
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連結資本勘定変動計算書
セコム株式会社および連結子会社
1999年 3月 31日終了年度を含む 3会計年度

単位：百万円

発行済株式 普通株式 資本準備金 利益準備金 その他の剰余金 その他の
包括利益累積額 計

1996年3月31日期末残高 114,378,620 ¥59,865 ¥73,462 ¥4,536 ¥114,649 ¥8,355 ¥260,867
包括利益
当期純利益 — — — — 22,798 — 22,798
その他の包括利益、税効果考慮後（注記16）
未実現有価証券評価益――
　当年度に発生した未実現損失 — — — — — (3,287) (3,287)
追加最小年金債務調整額 — — — — — (3,954) (3,954)
外貨換算調整額 — — — — — 3,172       3,172

包括利益合計     18,729
現金配当金 — — — — (5,719) — (5,719)
利益準備金繰入額 — — — 652 (652) — —
転換社債の株式への転換 1,825,204 5,388 5,387 — — — 10,775
自己株式売却 — — 1 — — — 1

1997年3月31日期末残高 116,203,824 65,253 78,850 5,188 131,076 4,286 284,653
包括利益
当期純利益 — — — — 18,990 — 18,990
その他の包括利益、税効果考慮後（注記16）
未実現有価証券評価益――
　当年度に発生した未実現損失 — — — — — (9,541) (9,541)
追加最小年金債務調整額 — — — — — (3,977) (3,977)
外貨換算調整額 — — — — — 560          560

包括利益合計       6,032
現金配当金 — — — — (6,972) — (6,972)
利益準備金繰入額 — — — 768 (768) — —
転換社債の株式への転換 29,569 74 74 — — — 148
自己株式売却 — — 4 — — — 4

1998年3月31日期末残高 116,233,393 65,327 78,928 5,956 142,326 (8,672) 283,865
包括利益
当期純利益 — — — — 49,918 — 49,918
その他の包括利益、税効果考慮後（注記16）
未実現有価証券評価益――
当年度に発生した未実現利益 — — — — — 6,000 6,000
控除：当期純利益への組替修正額 — — — — — (15) (15)

追加最小年金債務調整額 — — — — — (888) (888)
外貨換算調整額 — — — — — (4,832)      (4,832)

包括利益合計     50,183
現金配当金 — — — — (7,555) — (7,555)
利益準備金繰入額 — — — 721 (721) — —
転換社債の株式への転換 158,716 383 383 — — — 766
自己株式売却 — — 7 — — — 7

1999年3月31日期末残高 116,392,109 ¥65,710 ¥79,318 ¥6,677 ¥183,968 ¥ (8,407) ¥327,266

    単位：千米ドル（注記 3）

普通株式 資本準備金 利益準備金 その他の剰余金 その他の
包括利益累積額 計

1998年4月1日期首残高 $539,893 $652,297 $49,223 $1,176,248 $(71,669) $2,345,992
包括利益
当期純利益 — — — 412,545 — 412,545
その他の包括利益、税効果考慮後（注記16）
未実現有価証券評価益――
当年度に発生した未実現利益 — — — — 49,587 49,587
控除：当期純利益への組替修正額 — — — — (124) (124)

追加最小年金債務調整額 — — — — (7,339) (7,339)
外貨換算調整額 — — — — (39,934)    (39,934)

包括利益合計   414,735
現金配当金 — — — (62,437) — (62,437)
利益準備金繰入額 — — 5,959 (5,959) — —
転換社債の株式への転換 3,165 3,165 — — — 6,330
自己株式売却 — 58 — — — 58

1999年3月31日期末残高 $543,058 $655,520 $55,182 $1,520,397 $ (69,479) $2,704,678

添付の注記はこれらの連結財務諸表の不可欠の一部です。
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連結キャッシュ・フロー計算書
セコム株式会社および連結子会社
1999年 3月 31日終了年度を含む 3会計年度

単位：百万円 単位：千米ドル（注記 3）

3月 31日終了の各年度 3月 31日終了年度

1999 1998 1997 1999

営業活動からのキャッシュ・フロー：
当期純利益： ¥  49,918 ¥  18,990 ¥022,798 $412,545

営業活動から得た現金・預金（純額）への当期純利益の調整：
減価償却費および償却費 30,542 29,709 28,917 252,413

退職・年金費用 1,733 2,229 892 14,323

繰延税額 (2,573) (683) 514 (21,265)

有形固定資産売廃却損および投資有価証券売却益 1,988    1,627    887 16,430

東京インターネット（株）の株式売却益 (13,054)    —    — (107,884)

ウェステック・レジデンシャル・セキュリティ社およびバレー・
バグラー・アンド・ファイア・アラーム社の株式売却益 (22,828)    —    — (188,661)

持分法による投資（利益）損失 (839) 347 301 (6,933)

       少数株主持分損益 1,241 1,676 971 10,256

資産および負債の増減（子会社株式の取得および売却控除後）：
CD補填用現金・預金の増加（注記7） (10,673) (5,935) (3,963) (88,206)

受取手形および未収契約料増加（貸倒引当金控除後） (5,215) (2,174) (2,958) (43,099)

棚卸資産の（増加）減少 (7,203) 38 (848) (59,529)

その他の流動資産の（増加）減少 (419) (701) 365 (3,463)

買掛金および前受契約料の増加 1,284 2,690 1,891 10,611

預り金の増加（減少） 9,529 1,526 (590) 78,752

未払法人税等の増加（減少） (2,120) 2,211 257 (17,521)

預り保証金の増加 462 1,471 1,083 3,818

その他の流動負債の増加（減少） (343) 4,507 799 (2,835)

その他 (106)461 (106) 46 3,810

営業活動から得た現金・預金（純額） 31,891 57,422 51,362 263,562

投資活動からのキャッシュ・フロー：
有形固定資産の売却 1,774 399 245 14,661

有形固定資産の購入 (46,332) (42,389) (27,033) (382,909)

投資有価証券の売却 606 5,208 862 5,008

投資有価証券の購入 (13,214) (12,589) (13,205) (109,206)

有価証券の減少 3,993 4,017 4,982 33,000

東京インターネット（株）の株式売却 11,757 — — 97,165

ウェステック・レジデンシャル・セキュリティ社およびバレー・
バグラー・アンド・ファイア・アラーム社の株式売却 33,503 — — 276,884

セコム東洋損害保険（株）の取得（取得した現金・預金控除後） 14,166 — — 117,075

（株）エクレールの取得（取得した現金・預金控除後） — (1,990) — —

その他資産の増加 (4,866) (5,494) (2,256) (40,215)

その他 1,913  2,758  1,557 15,810

投資活動から得た（に使用した）現金・預金（純額） 3,300 (50,080) (34,848) 27,273

財務活動からのキャッシュ・フロー：
長期借入金の借入 7,445 10,351 393 61,529

長期借入金の返済 (5,016) (8,210) (7,727) (41,454)

短期借入金の増加（減少） 13,908 (11,488) (323) 114,942

配当金の支払 (7,555) (6,972) (5,718) (62,438)

自己株式の増加 (94) (6) (6) (777)

財務活動から得た（に使用した）現金・預金（純額） 8,688 (16,325) (13,381) 71,802

為替相場変動の現金・預金および現金同等物に対する影響額 (641) (571) 620 (5,298)

現金・預金および現金同等物の純増加（減少）額 43,238 (9,554) 3,753 357,339

現金・預金および現金同等物期首残高 105,808 115,362 111,609 874,446

現金・預金および現金同等物期末残高 ¥149,046 ¥105,808 ¥115,362 $1,231,785

添付の注記はこれらの連結財務諸表の不可欠の一部です。
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連結財務諸表注記
セコム株式会社および連結子会社

1． 営業活動の内容

当社は、セキュリティサービス、情報通信関連サービス、損害保険

サービス、メディカルサービスなどの事業活動を展開しています。当

社は商業施設および住宅向けのセントラライズドシステムによるオン

ラインのセキュリティシステム、大規模施設向けセキュリティシステ

ム、常駐警備、現金護送などのほか、多様な安全設備、機器の開発お

よび製造販売を中心業務としています。

「社会システム産業」の構築のために、当社は、ソフトウェアの開発、

システムインテグレーション、オンライン在宅学習サービスなどの事

業を含む情報・通信関連サービスおよび在宅医療サービスなどのメ

ディカルサービスの事業活動の多様化を推進しています。さらに、当

社は、損害保険サービスおよび不動産開発サービスを提供しています。

2．主要な会計方針の要約

当社および日本の子会社は、日本において一般に公正妥当と認めら

れた会計原則に従って会計帳簿を保持し、財務諸表を作成しています。

当連結財務諸表には、米国において一般に公正妥当と認められた会計

原則に適合させるために、修正ならびに組替えが反映されています。

これらの修正事項は、法定帳簿には記録されていません。

米国会計原則に従った連結財務諸表作成は、決算日における資産・

負債の報告金額および偶発資産・負債の開示、報告期間における収益・

費用の報告金額に影響を与えるような経営者の見積・予測を必要とし

ます。結果としてこのような見積と実績が異なる場合もあります。

当連結財務諸表を作成するために採用した主要な会計方針の要約は

以下のとおりです。

連結の基本方針ならびに関連会社に対する投資の会計処理

当連結財務諸表には、親会社および親会社が過半数の株式を所有す

る連結子会社の財務諸表を含んでいます。すべての連結会社間取引な

らびに債権債務は、消去しています。

当社が重要な影響力を行使しうる、20％～50％を所有する会社に対

する投資は、持分法によって会計処理しています。連結上の利益は、未

実現利益控除後の当社の当期の持分法純損益を含んでいます。

連結子会社の純資産額への当社持分を超える投資額は営業権として

計上しており、10年を超えない期間にわたって定額法により償却して

います。

外貨換算

連結子会社および関連会社の財務諸表項目の換算において、資産お

よび負債は、決算日の為替相場によって円貨に換算され、収益および

費用は、期中平均為替相場によって円貨に換算されています。その結

果生じた換算差額は、累積外貨換算調整額として資本の部に表示され

ています。

外貨建金銭債権および債務は、決算日の為替相場によって換算され、

その結果生じた為替差損益は、当年度の損益に計上されています。

現金同等物

キャッシュ・フロー計算書の作成目的のため、現金同等物は取得日か

ら 3ヶ月以内に満期の到来する流動性の高い投資のみを含んでいます。

負債証券及び持分証券投資

当社は、負債証券及び持分証券投資を、売却可能有価証券または満

期まで保有する負債証券とに区分しています。当社は売買目的有価証

券として区分される有価証券は保有していません。売却可能有価証券

に区分された負債証券および持分証券は、市場価額で計上しています。

未実現評価損益は税効果考慮後の金額で資本の部に区分表示されていま

す。満期まで保有すると見込まれる負債証券は償却後の原価により計上

されています。その他の非公開会社に対する投資は取得原価で計上さ

れています。

投資の売却により実現した売却損益は移動平均原価法により計算さ

れ、損益に反映されています。

棚卸資産

棚卸資産は、時価を超えない取得原価で評価しています。取得原価

は主として移動平均法によって計算しています。

繰延保険契約費

新規保険契約の取得に関連し、かつそれに応じて変動する費用につ

いては、発生した費用と発行された保険契約の保険料との比率をその

保険契約期間にわたり未経過保険料に適用することによってこれを繰

り延べ、主として保険料払込み期間にわたって償却しています。

有形固定資産および減価償却費

主要な改造、改良、追加工事を含む有形固定資産は、取得原価で表示

されています。償却あるいは売却した場合には、取得原価および関連す

る減価償却累計額はそれぞれの勘定から除かれ、売却された場合には売

却額との差額は、損益に反映されています。減価償却費は、当該資産に

つき見積られた耐用年数にもとづき、主として定率法で計算されていま

す。1999年、1998年、1997年の3月31日終了年度の減価償却費は、そ

れぞれ、28,838百万円（238,331千米ドル）、27,054百万円、26,243百
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万円であります。維持費・修繕費および更新に要した支出は発生時に費

用として処理されています。

有形固定資産の見積耐用年数は以下のとおりです。：

建物 15年から 50年

警報機器および設備 5年

機械装置・器具備品および車両 3年から 15年

電信電話専用施設利用権

電信電話専用施設利用権の、取得原価は20年の期間にわたり定額法

による償却が行なわれ、減価償却累計額を控除した純額で表示されて

います。

無形固定資産およびその他

無形固定資産は、主として顧客との契約から構成されており、10年を

超えない期間でのそれぞれの耐用年数により定額法で償却されています。

当社が保有し、かつ使用している営業権および識別可能無形資産を含

む長期性資産については、帳簿価額が回収できなくなる可能性を示す事

象や状況の変化が生じた場合には、価値の減損が検討されています。

未経過保険料およびその他の保険債務

未経過保険料は保険契約の未経過の期間に関連しており、残存保険

期間にわたって比例的に収益認識されます。その他の保険債務は、主

として既報告の保険金請求に係わる支払額の見積りである支払備金お

よび損害調査費用、並びに未払保険金額に関する過去の実績値に基づ

いて計算された既発生未報告保険金未払額からなります。

法人税等

法人税等は、連結損益計算書上の税引前利益にもとづいて計算され

ています。帳簿価額と税務上の資産・負債との間の一時的差異に対す

る繰延税効果について、資産・負債法を用いて繰延税金資産・負債を

認識しています。

税務上の便益が実現されない可能性のほうが高いと見込まれる場合

には、評価性引当金を計上して繰延税金資産より控除しています。

収益認識

セキュリティサービス収入は、契約期間にわたり計上しています。

特定のサービス収入については、サービス提供完了日基準で計上して

います。商品およびソフトウェア製品の売上高については、出荷基準

で計上しています。設置を伴う商品の売上高は、設置完了日基準で計

上しています。

財産保険および傷害保険の保険料は、関連する保険契約の期間にわ

たって収益として認識されます。残存保険期間に対応する保険料は、

未経過保険料として認識されています。

契約申込者は、通常、一定の契約料金を前払いするよう要求されて

います。この前払いを受けた契約料は、前受契約料勘定に計上して

サービス提供に応じて収益に計上しています。

研究開発費

研究開発費については、発生時に費用として計上しています。

金利スワップおよび通貨スワップ契約

当社は、金利スワップおよび通貨スワップ契約を金利・為替変動に

よる借入債務の損失リスク軽減のために行っています。金利スワップ

契約および通貨スワップ契約に係る支払い額と受け取り額の差額は、

その契約期間にわたって支払利息に計上されています。

1株当たり当期純利益

基本的 1株当たり利益（EPS）は各算定期間の普通株式の平均発行

済株式数にもとづいて計算されます。希薄化後 EPSは、新株発行をも

たらす権利の行使や契約の履行あるいは新株への転換によって生じる

希薄化の影響を考慮して計算されます。過年度に開示されたすべての

EPS情報は、基準書第 128号に従って算定された EPS情報に修正再表

示されています。

株式分割

日本の企業は取締役会の決議により、株式分割による無償新株式の

発行を行うことができます。無償新株式の発行の会計処理には、（1）額

面額もしくはそれ以上の金額を資本準備金から資本金勘定へ振り替え

る方法、または（2）もし、資本金勘定が新たに発行される株式を含む

発行済株式総数の額面総額を超える場合には、新株発行に伴う資本金

勘定への振り替えを行なわない方法があります。このような無償新株

式の発行は、従来の「株式配当」とは明確に区別されます。1991年 4

月 1日改正後の日本の商法のもとでは、株式配当は、利益処分に関す

る株主総会の決議によるその他の剰余金から資本金勘定への組み入れ

と、取締役会の決議による株式分割に伴う無償新株式の発行により行

われます。

新株式を発行する米国企業は、発行済株式数の25％未満の株式分割

による無償新株発行が行なわれた場合には、株式配当として会計処理

し、当該株式の公正価額をその他の剰余金から資本金および資本準備

金へ振り替える処理が要求されます。しかし、この会計処理は、資本
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勘定の合計に影響を及ぼすものではありません（注記 21）。

普通株式の無償交付は、米国で一般に公正妥当と認められた会計原

則に従って、一株当たり利益の計算に反映されています。

包括利益

当社は 1999年 3月 31日に終了した会計年度から財務会計基準書第

130号「包括利益の財務報告（Reporting Comprehensive Income）」を

適用しました。この基準書において包括利益とは、資本取引以外の資

本勘定の増減と定義されています。当社の場合、包括利益は当期純利

益およびその他の包括利益からなり、その他の包括利益には外貨換算

調整額、未実現有価証券評価損益および最小年金債務調整額の増減額

が含まれます。当社は包括利益とその内訳を連結資本勘定変動計算書

にて開示しています。

最近公表された会計基準

1998年 6月に財務会計基準審議会（以下 FASB）は、財務会計基準

書第 133号「デリバティブおよびヘッジ活動の会計処理（Accounting

for Derivative Investments and Hedging Activities）」を公表しました。

また、1999年 6月、FASBは財務会計基準書第 137号「財務会計基準

書第 133号の発効日の延期」を公表しました。

基準書第133号は、すべてのデリバティブ取引を財務諸表上に資産ま

たは負債として計上し、公正価額で評価することを要求しています。一

定の条件が満たされた場合、デリバティブは、次のいずれかに指定する

ことができます。すなわち、（a）保有する資産・負債、または未認識の

確定約定の公正価額変動リスクに対するヘッジ、（b）将来取引に係る

キャッシュ・フローリスクに対するヘッジ、（c）海外事業への純投資、

未認識の確定約定、売却可能有価証券、または外貨建の予定取引などに

係る外国為替リスクに対するヘッジです。基準書第133号の発効日は、

基準書第 137号により 1年間延期されました。当社の場合、この基準

書は、2001年 4月 1日に開始する事業年度から適用されます。

1998 年 3 月に米国公認会計士協会は、意見書（Statement  of

Position）98-1「社内利用目的で開発または取得されたコンピュータ・

ソフトウェアの原価に関する会計処理（Accounting for Costs of Com-

puter Software Developed or Obtained for Internal Use）」（以下SOP）

を公表しました。この SOPは、1998年 12月 15日以後開始する事業

年度の財務諸表に適用され、社内利用目的で開発または取得されたコ

ンピュータ・ソフトウェア原価の会計処理の指針となるものです。現

段階では、当該SOPの適用による当社の財政状態および業績への影響

を見積ることはできません。

勘定科目の組替え再表示

過去の各年度の連結財務諸表は、1999年 3月 31日に終了した年度

の表示に合わせて組み替え再表示しています。

3．米ドルによる表示額

連結財務諸表に含めて記載している米ドル金額は、読者の便宜のた

めに表示しているものです。これらのドル表示額は、円の金額が実際

の米ドルを表すとか、米ドルに換金されている、あるいは換金されう

るというように解すべきものではありません。円金額の米ドル金額へ

の換算は、1999年 3月 31日現在の東京外国為替市場での実勢為替相

場 1米ドル＝ 121円により行われています。

4．基本的および希薄化後 1株当り利益（EPS）

1997年、1998年および 1999年の 3月 31日に終了した各年度にお

ける基本的および希薄化後 EPSの調整計算は、以下のとおりです。

単位：百万円 単位：千株 単位：円

加重平均
利益 株式数 EPS

1997年 3月 31日終了年度
基本的 EPS
普通株式保有株主に対する利益 ¥22,798 115,509 ¥197.37

希薄化効果
転換社債 48 444

希薄化後 EPS
計算に用いる純利益 ¥22,846 115,953 ¥197.03

1998年 3月 31日終了年度
基本的 EPS
普通株式保有株主に対する利益 ¥18,990 116,218 ¥163.40

希薄化効果
転換社債 16 414

希薄化後 EPS
計算に用いる純利益 ¥19,006 116,632 ¥162.96

単位：百万円 単位：千株 単位：円 単位：米ドル

利益 加重平均 EPS
株式数

1999年3月31日終了年度
基本的 EPS
普通株式保有株主に対する利益 ¥49,918 116,350 ¥429.03 $3.55

希薄化効果
転換社債 9 255

希薄化後 EPS
計算に用いる純利益 ¥49,927 116,605 ¥428.17 $3.54
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7．CD補填用現金・預金

当社は、銀行の本支店営業所施設以外に自動現金払出機を設置して

いる銀行に対して、現金集配護送サービスの事業を行っています。CD

補填用現金・預金は、ほとんどが自動現金払出機の中に補填されてお

り、その残高は1999年および1998年3月31日現在それぞれ、43,703

百万円（361,182千米ドル）および 33,030百万円であります。

これらの残高は、当社による使用が制限されており、現金・預金お

よび現金同等物と区分して表示しています。当社はこの業務に必要な

資金を、この事業に関連する銀行との当座貸越契約により調達してい

ます。銀行借入金には、この業務に関連する借入金が、1999年および

1998年3月31日現在それぞれ、21,058百万円（174,033千米ドル）お

よび10,193百万円含まれています。この事業サービスに関する契約料

の一部として、銀行からの当座貸越に対する支払利息相当額が当社に

補填されています。

8．有価証券および投資有価証券

有価証券（流動資産）および投資有価証券（固定資産）は、負債証

券および持分証券を含んでいます。1999年および 1998年の各 3月 31

日現在、売却可能有価証券及び満期まで保有する負債証券の公正価額

合計、総未実現評価益、総未実現評価損及び取得原価については、以

下のとおりです。

5．買収

1997年 12月と 1998年 1月の 2回にわたり、当社は、日本における

中堅総合デベロッパーである株式会社エクレールの総額 1,990百万円

（16,446千米ドル）の第三者割当増資を引受けました。その結果、当社

は、現在、株式会社エクレールの発行済株式の99.8％を保有しています。

1998年 9月と 1999年 3月の 2回にわたり、当社は、日本における

損害保険会社であるセコム東洋損害保険株式会社の総額 9,029百万円

（74,620千米ドル）の第三者割当増資を引受けました。その結果、当社

は、現在、セコム東洋損害保険株式会社の発行済株式の 75.9％を保有

しています。

これらの買収は、パーチェス法（買収法）によって会計処理され、買

収した企業の資産および負債は、公正価額で連結会計上処理されてい

ます。その経営成績は、取得日から連結損益計算書に計上されていま

す。投資原価が買収した当該会社の純資産の当社持分を超える金額は、

営業権として計上されており、その金額は 1999年および 1998年 3月

31日現在でそれぞれ 300百万円（2,479千米ドル）および 3,252百万

円です。営業権は10年を超えない期間にわたって定額法により償却さ

れています。

買収した企業に関する過年度における比較可能な会計数値が入手不

能なため、1999年、1998年および 1997年の各年の 3月 31日終了事

業年度の当社の連結経営成績の仮定情報は、開示されていません。

6．現金・預金および現金同等物

単位：百万円 単位：千米ドル

3月31日現在 3月31日現在

1999 1998 1999

現金 ¥65,673 ¥043,388 $   542,752

定期預金 42,260 37,422 349,256

有価証券 41,113 24,998 339,777

¥149,046 ¥105,808 $1,231,785

1999年および1998年3月31日現在の現金・預金および現金同等物は、

以下のとおりです。

単位：百万円

1999年3月31日現在

 取得原価 未実現損益（総額） 公正価額

益 損

売却可能有価証券：
持分証券 ¥37,286 ¥29,288 ¥3,461 ¥63,113

負債証券 45,880 330 469 45,741

合計 ¥83,166 ¥29,618 ¥3,930 ¥108,854

満期まで保有する有価証券：
負債証券 ¥20,000 ¥1,220 ¥     — ¥21,220

単位：千米ドル

 1999年3月31日現在

取得原価 未実現損益（総額） 公正価額

益 損

売却可能有価証券：
持分証券 $308,149 $242,049 $28,603 $521,595

負債証券 379,174 2,727 3,876 378,025

合計 $687,323 $244,776 $32,479 $899,620

満期まで保有する有価証券：
負債証券 $ 165,289 $   10,083 $       — $ 175,372

有価証券には、日本政府の国債および金融機関への金銭信託および

売戻条件付で購入した資産を含んでおり、ほとんどは、銀行および証

券会社などの金融機関に安全に保管されています。これらの契約は、

一般的に、取得日から3ヵ月以内に満期が到来し、その帳簿価額は、概

ね公正価額に近似しています。当社は、契約金融機関の債務不履行に

よるいかなる損失をも経験していませんし、現在の契約のいかなる不

履行もないものと考えています。
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単位：百万円

1998年3月31日現在

 取得原価 未実現損益（総額） 公正価額

益 損

売却可能有価証券：
持分証券 ¥11,576 ¥18,099 ¥3,434 ¥26,241
負債証券 23,008 347 675 22,680

合 計 ¥34,584 ¥18,446 ¥4,109 ¥48,921

満期まで保有する有価証券：
負債証券 ¥ 10,000 ¥     376 ¥     — ¥ 10,376

単位：百万円 単位：千米ドル

3月31日終了の各年度 3月31日終了年度

1999 1998 1997 1999

総実現売却益 ¥350 ¥791 ¥  86 $2,893

総実現売却損 690 340 141 5,702

当社は、多くの非公開企業によって発行された長期投資有価証券を

保有しており、これらは投資有価証券に含まれています。非公開企業

への投資は、一般的に取得原価で計上しており、その帳簿価額1999年

および 1998年の各 3月 31日現在の合計額は、それぞれ、5,211百万

円（43,066千米ドル）および 6,174百万円です。それらの時点での公

正価額については、見積が困難なため算定しておりません。

9．棚卸資産

棚卸資産は、主に、警備機器と商品で構成されており、安全商品、ソ

フトウェアおよび販売用の不動産などを含んでいます。棚卸資産の内

訳は、以下のとおりです。

単位：百万円 単位：千米ドル

3月31日現在 3月31日現在

1999 1998 1999

安全商品 ¥  5,703 ¥05,162 $  47,132

ソフトウエア 2,145 3,138 17,727

不動産 14,590 7,350 120,579

その他 1,748 1,942 14,446

¥24,186 ¥17,592 $199,884

10．関連会社に対する投資

当社は、関連会社への投資については、持分法に基づいて計上してい

ます。主要な投資先は、日本で最も大きな防災機器メーカーである、東

京証券取引所一部上場企業の能美防災株式会社（発行済株式の28.6%保

有）、台湾証券取引所上場企業である中興保全股 有限公司（発行済株

式の 24.9％保有）、韓国証券取引所上場企業である株式会社エスワン

（発行済株式の25.1％保有）のほか、株式会社ジャパンイメージコミュ

ニケーションズ（発行済株式の 27.3％保有）および武蔵野三鷹ケーブ

ルテレビ株式会社（発行済株式の 39.0％保有）です。

1999年 3月 31日現在、負債証券は、主に、金銭信託、国債、社債、

米国国債、米国政府系機関債などです。

売却可能有価証券および満期まで保有する負債証券の 1999年 3月

31日現在の契約上の償還期限別の取得原価と公正価額は、以下のとお

りです。

単位：百万円

1999年3月31日期末

売却可能有価証券 満期まで保有する負債証券

 取得原価 公正価額 取得原価 公正価額

1年以内 ¥15,425 ¥15,416 ¥       — ¥       —

1年～ 5年以内 20,470 20,563 20,000 21,220

5年～ 10年以内 7,938 7,660 — —

10年以上 2,047 2,102 — —

¥45,880 ¥45,741 ¥20,000 ¥21,220

 単位：千米ドル

 1999年3月31日現在

売却可能有価証券 満期まで保有する負債証券

 取得原価 公正価額 取得原価 公正価額

1年以内 $ 127,479 $ 127,405 $         — $         —

1年～ 5年以内 169,174 169,942 165,289 175,372

5年～ 10年以内 65,603 63,306 — —

10年以上 16,918 17,372 — —

$379,174 $378,025 $165,289 $175,372

1999年および1998年の各年3月31日終了年度の売却可能有価証券

についての税効果控除後の純未実現評価益は、資本の部に区分表示さ

れており、1999年3月31日終了年度の増加額は、5,985百万円（49,463

千米ドル）、1998年3月31日終了年度の減少額は、9,541百万円です。

1999年、1998年および 1997年の各年 3月 31日終了年度における

売却可能有価証券の売却額は、1,282百万円（10,595千米ドル）2,584

百万円および 1,471 百万円でした。

1999年、1998年および 1997年の各年 3月 31日終了年度における

実現売却損益は、移動平均法により計算しており計上額は以下のとお

りです。
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単位：百万円 単位：千米ドル

3月31日終了の各年度 3月31日終了年度

1999 1998 1997 1999

売上 ¥1,394 ¥1,647 ¥1,895 $11,521

仕入 ¥1,692 ¥2,020 ¥1,353 $13,983

 単位：百万円 単位：千米ドル

3月31日期末 3月31日期末

1999 1998 1999

売掛金および受取手形 ¥   520 ¥   539 $  4,298

貸付金 ¥1,528 ¥1,319 $12,628

支払手形および買掛金 ¥   204 ¥   195 $  1,686

銀行借入に対する保証 ¥8,531 ¥6,453 $70,504

持分法を適用している関連会社の要約財務情報は以下のとおりです。

単位：百万円 単位：千米ドル

3月31日期末 3月31日期末

1999 1998 1999

流動資産 ¥  77,465 ¥078,271 $   640,207

固定資産 90,293 82,872 746,223

資産合計 ¥167,758 ¥161,143 $1,386,430

流動負債 ¥  50,463 ¥053,118 $   417,050

固定負債 39,724 40,549 328,297

資本合計 77,571 67,476 641,083

負債・資本合計 ¥167,758 ¥161,143 $1,386,430

単位：百万円 単位：千米ドル

3月31日終了の各年度 3月31日終了年度

1999 1998 1997 1999

純売上高 ¥155,293 ¥162,967 ¥150,908 $1,283,413

売上総利益 ¥  38,722 ¥  37,938 ¥037,155 $   320,017

当期純利益 ¥    3,943 ¥       262 ¥001,207 $     32,587

年 3月 31日現在の未償却残高は、それぞれ、728百万円（6,017千米

ドル）および 805百万円でした。これらの未償却額は、10年を超えな

い期間にわたって定額法により償却しています。

 持分法適用会社に対する取引高と残高の内訳は、以下のとおりです。

1999年、1998年および 1997年の各年 3月 31日終了年度におけ

る関連会社からの受取配当金は、それぞれ、562百万円（4,645千米ド

ル）、703百万円および 475百万円でした。

持分法を適用している関連会社のうち上場している3社の1999年お

よび1998年3月31日各期末の持分法適用後の帳簿価額は、それぞれ、

17,456百万円（144,264千米ドル）および14,785百万円でしたが、市

場価額の総額は、40,005百万円（330,620千米ドル）および43,234百

万円でありました。

持分法適用会社に対する帳簿価額のうち、当該会社の純資産額の当

社持分を超過している金額は営業権として計上され、10年を超えない

期間にわたって定額法により償却されています。1999年および 1998

11．短期借入金および長期借入債務

1999年 3月 31日現在の短期借入金 32,704百万円（270,281千米ド

ル）は、全般的に 90日から 365日以内に返済されるもので、年 0.5%

から7.0%の範囲内の金利であります。これらの借入金は、ほとんどが

銀行からの借入金です。当社は、現在のすべての借入金または将来の

借入について取引約定をこれらの銀行と締結し、銀行から要求があれ

ばただちに担保（当該銀行に対する預金を含む）、あるいは保証人が提

供されます。さらに、この約定または他の理由により提供される担保

は、当該銀行に対するすべての債務に充当されます。当社は、このよ

うな追加保証の提出を要請されたことはありません。
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1999年3月31日現在、帳簿価額4,291百万円（35,463千米ドル）の

有形固定資産および帳簿価額 13,939百万円（115,198千米ドル）の棚

卸資産が短期借入金および長期借入金の担保として提供されています。

当社は借入銀行と預金残高補償契約は結んでいませんが、日本の商

慣習として、1999年3月31日現在、これらの借入銀行に合計 1,788百

万円（14,777千米ドル）の定期預金があります。

転換社債は、いつでも保有者が普通株式に転換することができます。

転換社債に関するそれぞれの契約の条件にもとづいて、転換社債の普

通株式への転換価額は、株式配当、株式分割、または株式の無償交付

などの一定の場合において調整されます。もし当社が 3年連続の経常

損失（それぞれの契約で定義）を経験するようなことになった場合に

は、繰上償還条項が適用されることがあります。

2002年中に償還期限が到来する1.60%利付転換社債の契約条項にお

いては、現金配当金累積額が、3,500百万円（28,926千米ドル）と1987

年 11月 30日終了年度からの税引後経常利益（契約において定義）の

総額との合計額を超えることは禁止されています。

繰上償還条項および現金配当の制限は、当社が受託者により認めら

れた担保を提供している場合は適用されません。

2002年中に償還期限が到来する 1.60%利付転換社債の契約条項に

おいては、減債基金の支払が要求されています。

1999年および 1998年の 3月 31日現在の長期借入債務の内訳は、次のとおりです。
 単位：百万円 単位：千米ドル

3月31日期末 3月31日期末

1999 1998 1999

借入金（借入先‥主として銀行）［利率‥年 1.0%～ 4.40%、返済期限 1999年～ 2015年］
担保付 ¥  9,401 ¥  3,884 $  77,694

無担保 1,015 1,889 8,389

5.00%利付米ドル転換社債（一千米ドル）
　[1998年中満期、1普通株式に対して転換価額 1,939.4円
　（円換算 1米ドル＝ 232.80円計算で 8.33米ドル）／繰上償還可能] — 0 —

3.75%利付米ドル転換社債（20千米ドル）
　[1999年中満期、1普通株式に対して転換価額 3,609.2円
　（円換算 1米ドル＝ 241.70円計算で 14.93米ドル）／繰上償還可能] 2 3 17

1.60%利付転換社債
　[2002年中満期、1普通株式に対して転換価額 5,335.6円（44.10米ドル）/繰上償還可能] 1,283 1,405 10,603

1.60%利付転換社債
　[2004年中満期、1普通株式に対して転換価額 4,744.7円（39.21米ドル）/繰上償還可能] 64 314 529

1.50%利付転換社債
　[1998年中満期、1普通株式に対して転換価額 4,744.7円（39.21米ドル）/繰上償還可能] — 393 —

変動利付債、利率 1.85％[2002年中満期] 5,000 5,000 41,322

変動利付債、利率 2.05％[2003年中満期] 5,000 5,000 41,322

キャピタル・リース未払金[返済期限 1999年～ 2026年]（注記 18） 9,595 10,976 79,298

31,360 28,864 259,174

控除：1年以内に返済期限の到来する額 9,849 5,637 81,397

¥21,511 ¥23,227 $177,777

翌年以降 2004年 3月 31日に終了する 5年間の各年度の長期借入債

務に関する減債基金必要額および返済予定額の合計額は、次のとおり

です。

3月31日終了の各年度 単位：百万円 単位：千米ドル

2000 ¥9,849 $81,397
2001 2,213 18,289
2002 6,610 54,628
2003 7,228 59,736
2004 412 3,405

12.保険関連業務

セコム東洋は、注記 2に記載のように、日本の金融監督庁によって

規定された会計方針および会計実務に準拠して会計記録を保持してい

ますが、米国において一般に公正妥当と認められた会計原則とは、い

くつかの点で異なっています。これらの相違の主なものとしては；日

本では発生年度の期間費用として処理される保険契約の獲得費用につ

いて、米国では繰延処理され、通常、保険契約の保険料支払期間にわ

たって償却されること；日本では関連する法規制に基づいて算定され

る既発生未報告保険金に関する見積債務について、米国では未報告保

険金請求額に関する過去の実績に基づいて算定されること；日本では

監督当局の認可を得た算出方法書によって計算される未経過保険料に

ついて、米国ではそれらに失効および解約、見積金利、計算式上のそ
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 単位：百万円 単位：千米ドル

3月31日終了の各年度 3月31日終了年度

1999 1998 1999

退職給付債務の変動
期首退職給付債務 ¥84,343 ¥68,110 $697,050

　勤務費用 5,413 4,619 44,736

利息費用 2,952 2,724 24,396

従業員による拠出額 2,209 1,674 18,256

年金数理純損失（利得） (2,292) 8,754 (18,942)

退職給付支払額 (1,362) (1,538) (11,256)

91,263 84,343 754,240

セコム東洋損害保険㈱
の期末退職給付債務 3,113 — 25,727

期末退職給付債務額 ¥94,376 ¥84,343 $779,967

年金資産の変動
期首年金資産公正価額 ¥58,259 ¥53,575 $481,480

年金資産運用収益 28 1,326 231

会社による拠出額 4,474 3,131 (136,975

従業員による拠出額 2,209 1,674 (118,256

退職給付支払いに伴う払出額 (1,338) (1,447) (11,058)

63,632 58,259 525,884

セコム東洋損害保険（株）
の期末年金資産公正価額 398 — 3,289

期末年金資産公正価額 ¥64,030 ¥58,259 $529,173

年金制度の財政状況 ¥30,346 ¥26,084 $250,793

未認識純損失 (23,192) (24,249) (191,669)

未認識基準適用開始時純資産 274 320 2,264

未認識過去勤務債務 (852) (957) (7,041)

連結貸借対照表に計上した純額 ¥  6,576 ¥  1,198 $54,347

連結貸借対照表計上額の内訳
未払退職・年金費用 ¥22,608 ¥17,263 $186,843

無形固定資産 (852) (957) (7,041)

その他の包括利益累積額 (15,180) (15,108) (125,455)

連結貸借対照表に計上した純額 ¥  6,576 ¥  1,198 $ 54,347

3月 31日現在の年金債務
計算上の前提条件
割引率 3.5%. 3.5%.
長期昇給率 2.5–2.8%. 2.5–2.9%.
長期年金資産収益率 4.0%. 4.0%.

の他特定の仮定を反映させることです。

連結財務諸表の作成上、米国で一般に公正妥当と認められた会計原

則に準拠するためにこのような差異は適切に調整されています。

1999 年 3 月 31 日現在のセコム東洋の純資産は 15 ,506 百万円

（128,149千米ドル）です。

13.年金および退職金

当社および日本の連結子会社の従業員は、通常、退職時に退職一時

金または年金の受給資格を有しています。

当社および多くの日本の連結子会社は、実質的に全ての従業員を対

象とする確定給付型の厚生年金基金制度に加入しています。年金給付

額は、退職時における基本給与、勤続年数および退職事由などにもと

づいて計算されます。この厚生年金基金制度は、厚生年金保険法に

従って拠出がなされます。

この厚生年金基金制度を補うために、当社および主要な日本の子会

社は、10年以上勤続する従業員を対象とした会社拠出からなる適格退

職年金制度を有しています。この退職年金給付額は、勤続年数と退職

時の年齢による計算式によって決定され、一時金または年金支払の方

法で支給されます。当社は、日本の法人税法による退職金損金算入限

度を条件として、未払退職金を設定し十分な年金資産を維持するよう

拠出しています。

財務会計基準書第 87号「雇用主の年金会計（Employers' Account-

ing for Pension）」に基づく、1999年、1998年、1997年のそれぞれ 3

月 31日に終了する年度の純退職・年金費用は次のとおりです。

単位：百万円 単位：千米ドル

3月31日終了の各年度 3月31日終了年度

1999 1998 1997 1999

純退職・年金費用（収益）
勤務費用 ¥5,413 ¥4,619 ¥3,703 $44,735

利息費用 2,952 2,724 ¥2,470 24,397

期待年金資産運用収益 (2,463) (2,214) (2,010) (20,355)

基準適用開始時純資産の償却 (46) (46) (46) (380)

過去勤務債務の償却 105 105 105 868

年金数理純損失の償却 1,200 695 246 9,917

純退職・年金費用 ¥7,161 ¥5,883 ¥4,468 $59,182

退職給付債務および年金資産の変動、年金制度の財政状況、連結貸

借対照表計上額の内訳および計算上の想定率は次のとおりです。

1999年 3月 31日現在、年金資産の約 44%が、持分証券への投資で

した。残りは、主として固定利付有価証券への投資でした。

基準書第87号の規定により、累積給付債務が年金資産を超過する年

金制度については、追加最小年金債務および無形固定資産を連結貸借

対照表に計上することが要求されます。未認識過去勤務債務を超過す

る追加最小年金債務認識額は、税効果考慮後で、その他の包括利益累

積額に計上されています。その額は、1999年 3月 31日現在 7,847百

万円（64,851千米ドル）および 1998年 3月 31日現在 7,931百万円で

した。
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海外の大部分の連結子会社は、実質的に全従業員を対象とする各種

の退職金制度を採用しており、その多くが確定拠出型年金制度です。

この制度のもとでの拠出政策は、加入者の年収に対する一定割合に相

当する金額を毎年拠出していくことです。1999年、1998年、1997年

の各年3月31日に終了する年度における確定拠出型年金制度への拠出

金は、それぞれ、19百万円（157千米ドル）、38百万円、28百万円で

した。

14.為替差損益

1999年および1997年の各年の3月31日に終了する年度のその他費

用は、それぞれ、178百万円（1,471千米ドル）と 29百万円の純為替

差損を含んでいます。1998年 3月 31日に終了する年度の受取利息お

よびその他収益は、609百万円の純為替差益を含んでいます。
単位：百万円 単位：千米ドル

3月31日終了の各年度 3月31日終了年度

1999 1998 1997 1999

1999年：47.5%、1998年および 1997年：51.0%の法定税率で計算された法人税等 ¥39,279 ¥26,450 ¥27,688 $324,620

増加：
損失子会社の未認識税務便益 1,936 4,603 2,149 16,000

損金不算入の営業権償却額 1,213 147 145 10,024

税務上の繰越欠損金の利用 (8,713) (423) (224) (72,008)

日本での税率変更による影響額 (4) 203 — (33)

その他 (1,338) (130) 463 (11,058)

連結上の法人税等 ¥32,373 ¥30,850 ¥30,221 $267,545

1999年および 1998年 3月 31日の繰延税金資産・負債の主な内訳は、次のとおりです。
単位：百万円 単位：千米ドル

 3月31日期末  3月31日期末

1999 1998 1999

繰延税金資産:
繰越欠損金 ¥8,949 ¥14,681 $73,959

未払退職・年金費用 8,158 7,462 67,422

連結会社間内部利益 4,280 4,731 35,372

保険契約債務 3,303 — 27,298

研究開発費 2,727 3,164 22,537

未払事業税等 2,160 1,994 17,851

貸倒引当金 2,212 783 18,281

有給休暇未払費用 680 807 5,620

未払賞与 513 10 4,240

棚卸資産評価減 371 653 3,066

子会社営業権の未減算償却額 160 363 1,322

その他 3,420 1,925 28,264

総繰延税金資産 36,933 36,573 305,232

控除：評価性引当金 (17,926) (17,405) (148,149)

繰延税金資産合計 19,007 19,168 157,083

繰延税金負債：
未実現有価証券評価益 (13,264) (6,661) (109,620)

保険契約債務 (3,777) — (31,215)

有価証券評価損戻入 (1,569) (1,737) (12,967)

転換社債発行費 (65) (104) (537)

その他 (1,174) (741) (9,702)

繰延税金負債合計 (19,849) (9,243) (164,041)

純繰延税金資産（負債） ¥  (842) ¥  9,925 $  (6,958)

15.法人税等

当社は、所得に対して種々の税金を課せられていますが、1998年お

よび 1997年の各年の 3月 31日に終了する年度の日本国内における法

定税率の合計は約 51%、1999年の 3月 31日に終了する年度の法人税

率の合計は約 47.5％です。1998年 3月 31日に、日本の政府は法人所

得税法の改正を行ないました。法人税法等の改正により、日本国内に

おける法定税率は、1998年4月1日に開始する事業年度より約 47.5％

に、1999年4月1日に開始する事業年度より約 41.9％に引き下げられ

ました。改正後の法定税率が1998年および1999年3月31日現在の繰

延税金資産および負債の計算に用いられています。法定税率で計算さ

れた法人税等と連結上の法人税等との差額の調整表は、次のとおりで

す。
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その他の包括利益（損失）累積額

1997年 3月31日、1998年 3月 31日および 1999年の3月 31日に終

了した各 1年間のその他の包括利益（損失）の内訳は次のとおりです。

評価性引当金は、主として将来の実現が見込めない一時差異および税

務上の繰越欠損金を有する連結子会社の繰延税金資産に対するものです。

これらの子会社に対しては、評価性引当金が全額引き当てられました。

1999年3月31日終了事業年度における評価性引当金の純増加額は521

百万円（4,306千米ドル）でした。

1999年3月31日現在、海外連結子会社の総額1,467百万円（12,124

千米ドル）の未分配利益については、将来配当することを予定してい

ないので、繰延税金負債は計上されていません。

1999年 3月 31日現在の日本国内の連結子会社における税務上の繰

越欠損金は 16,668百万円（137,752千米ドル）であり、これらの連結

子会社の将来の課税所得から 5年間にわたって控除できます。その内

訳は、次のとおりです。

1999年 3月 31日現在の海外連結子会社の税務上の繰越欠損金は

9,367百万円（77,413千米ドル）であり、このうちの一部分について

は、2000年に繰越控除可能期限が到来します。

16.資本勘定

その他の剰余金

日本の商法は、親会社および日本の連結子会社の行った現金配当お

よびその他の現金による利益処分の 10%以上を、資本金の 25%に等

しい金額まで、利益準備金として積立てることを要求しています。

1999年、1998年および 1997年の各年の 3月 31日に終了する年度に

おける利益準備金の変動は、親会社および日本の子会社によるこのよ

うな利益処分によって生じました。

決算日の翌月中に開催される取締役会で慣行として決議される期末

の配当金について、日本の商法は、事業年度終了後3ヶ月以内に開催さ

れる定時株主総会で承認を得ることを要求しています。

1999年3月31日の翌月に、当社の取締役会は8,147百万円（67,331

千米ドル）の現金配当を 1999年 3月 31日現在の株主に配当すること

を決議しました。当該現金配当は、1999年 6月 29日に開催される定

時株主総会における承認が条件となっています。配当は、承認がなさ

れた年度に計上されています。

各年度3月31日まで有効 単位：百万円 単位：千米ドル

2000 ¥  1,324 $  10,942
2001 1,853 15,314
2002 5,678 46,926
2003 2,284 18,876
2004 5,529 45,694

¥16,668 $137,752

単位：百万円

税効果考慮前 税効果 税効果考慮後

1997年 3月 31日終了年度
未実現有価証券評価益
当年度に発生した未実現損失 ¥(6,501） ¥3,214 ¥(3,287)
追加最小年金債務調整額 (8,070) 4,116 (3,954)
外貨換算調整額 3,172 — 3,172

その他の包括利益 ¥(11,399) ¥7,330 ¥(4,069)

1998年 3月 31日終了年度
未実現有価証券評価益
当年度に発生した未実現損失 ¥(19,546） ¥10,005 ¥(9,541)
追加最小年金債務調整額 (7,037) 3,060 (3,977)
外貨換算調整額 560 — 560

その他の包括利益 ¥(26,023) ¥13,065 ¥(12,958)

1999年 3月 31日終了年度
未実現有価証券評価益
当年度に発生した未実現利益 ¥11,381 ¥(5,381) ¥6,000
控除：当期純利益への組替修正額 (29） 14 (15)
追加最小年金債務調整額 (73) (815) (888)
外貨換算調整額 (4,832) — (4,832)

その他の包括利益 ¥6,447 ¥(6,182) ¥265

単位：千米ドル

税効果考慮前 税効果 税効果考慮後

1999年 3月 31日終了年度
未実現有価証券評価益
当年度に発生した未実現利益 $94,058 $(44,471) $49,587
控除：当期純利益への組替修正額 (240） 116 (124)
追加最小年金債務調整額 (603) (6,736) (7,339)
外貨換算調整額 (39,934) — (39,934)

その他の包括利益 $53,281 $(51,091) $2,190

17.研究開発費

研究開発費は、販売費および一般管理費に含まれており、1999年、

1998年および1997年の各年の 3月31日に終了する年度において、そ

れぞれ、4,820百万円（39,835千米ドル）、5,405百万円および 5,090

百万円でした。

18.リース資産

当社は、事務所、従業員の住居施設、コンピュータおよび輸送用車

両を賃借しています。リース契約のコンピュータおよび輸送用車両は

キャピタル・リースにより使用しているものがあります。その他の

リース契約は、オペレーティング・リースに分類されます。

1996年 4月 23日に、当社は、東京都三鷹市の建物および土地につ



SECOM CO., LTD.  Annual Report 1999 35

連結財務諸表の注記 8で開示している負債証券および持分証券以外

の金融資産、負債およびオフバランスシート金融商品に係る説明注記

は以下のとおりです。

現金・預金および現金同等物、CD補填用現金・預金、売掛金およ

び受取手形、未収契約料、短期貸付金および未収入金、長期未収入

金、短期借入金、支払手形および買掛金、預り金および未払給与

これらの科目は、満期までの期間が短いため、その帳簿価額はおお

むね公正価額となっています。

1年以内の返済分を含む長期借入債務

1年以内の返済分を含む長期借入債務の公正価額は、類似した負債を

当社が新たに借入れる場合に適用される金利を用いて、将来の返済額

を現在価値に割引いて見積計算しています。1999年および 1998年の

各年の 3月 31日現在での、キャピタル・リース債務を除き、かつ一年

以内返済予定分を含んだ総長期借入債務の見積公正価額は、それぞれ、

23,290百万円（192,479千米ドル）および19,197百万円でした。近年、

日本では長期金利に大きな変動がなかったため、キャピタル・リース

債務の帳簿価額はおおむね公正価額に近似しています。

金利スワップ契約

当社の海外子会社 1社は、通常の事業において、金利変動のリスク

を管理するために、金利スワップ契約を結んでいます。これらの契約

は、投資有価証券及び変動利付債券による借入金に係る金利の変動に

よって生じる損失を軽減するようになっています。

1999年および1998年の各3月31日現在有効な金利スワップ契約の

元本総額は、それぞれ、10,000百万円（82,645千米ドル）および10,000

百万円であり、その内の5,000百万円が2002年までに満期になり、残

りの5,000百万円が2003年までに満期になります。金利スワップ契約

にもとづく支払額または受取額は、契約期間にわたって認識されます。

1999年および1998年の各3月31日現在のこれらの契約に係る将来割

引キャッシュ・フローにより計算された見積公正価額との差額は重要

ではありません。

20.契約債務および偶発債務

1999年3月31日現在の有形固定資産の購入等に関する契約債務は、

およそ 1,236百万円（10,215千米ドル）でした。

1999年 3月 31日現在の通常の営業活動上の借入に対する債務保証

は 10,143百万円（83,826千米ドル）でした。

当社は、1998年 12月 8日に、東京都原宿に 2000年 12月に完成予

いて、長期リース契約を締結しています。このリース契約は、1996年

5月 1日より開始され、契約期間は 30年です。財務報告目的上、建物

に関連する部分は、キャピタル・リースとして分類され、約 5,086百

万円（42,033千米ドル）の資産が建物および構築物勘定に計上されて

います。土地に関連するリース部分は、オペレーティング・リースと

して分類されています。1999年 3月 31日現在における当該物件に関

する将来支払われる最低リース料は、8,867百万円（73,281千米ドル）

であり、30年にわたり均等に支払われます。

1999年および 1998年の各3月31日現在、キャピタル・リースに該

当する総資産額は、それぞれ、13,774百万円（113,835千米ドル）お

よび 15,427百万円であり、その償却累計額は、それぞれ、4,574百万

円（37,802千米ドル）および 4,736百万円でした。1999年、1998年

および1997年の各年の3月31日に終了する年度においてキャピタル・

リースに該当する償却費は、それぞれ、2,426百万円（20,050千米ド

ル）、2,555百万円および 2,536百万円でした。

キャピタル・リースに関する、将来支払われる最低リース料の年度

別の金額および 1999年 3月 31日現在の現在価値の合計額は、次のと

おりです。

3月31日終了の各年度 単位：百万円 単位：千米ドル

2000 ¥  2,280 $  18,843
2001 1,862 15,388
2002 1,358 11,223
2003 766 6,331
2004 437 3,612
2005以降 7,866 65,008

リース料の最低支払額合計 14,569 120,405
控除―利息相当額 4,974 41,107

リース料の純最低支払額の現在価値 9,595 79,298
控除―短期リース未払金 1,889 15,612

長期キャピタル・リース未払金 ¥  7,706 $  63,686

1999年、1998年および 1997年の各年の 3月 31日に終了する年度

においてオペレーティング・リースに該当する賃借料は、それぞれ、

10,458百万円（86,430千米ドル）、10,378百万円および 10,364百万

円でした。この賃借料の大部分は事務所や従業員の住居施設などの

解約可能な短期賃貸契約であり、ほとんどは契約期間終了時に契約更

新されています。

19．金融商品

当社は通常の事業において生じた、金融資産、負債およびオフバラン

スシート金融商品を含む金融商品を有しています。相手側の契約不履行

があった場合には損失を被る可能性もありますが、当社はこれら取引相

手側の信用度からみて重要な損失は予想していません。
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定の土地および建物についてリース契約を締結しました。このリース

契約は2000年12月の完成後より開始され、契約期間は20年です。当

該物件に関するリース料は年額 1,339百万円（11,066千米ドル）で20

年間にわたり支払われます。

21. 25％未満の無償新株発行

当社の25%未満の無償新株発行に係る会計処理については、連結財

務諸表の注記 2で説明しています。当社が、1974年から 1990年の期

間に実施した無償新株発行について、米国の企業で行なわれている方

法で会計処理を実施した場合は、98,388百万円（813,124千米ドル）が、

その他剰余金勘定から資本金及び資本準備金へ振替えられることにな

ります。しかし、この振替えは、資本勘定の総額に影響を及ぼすもの

ではありません。

22.子会社株式の売却

1998年8月31日に、当社の全額出資子会社である米国のウェステッ

ク・セキュリティ・グループ社は、同社が保有するウェステック・レ

ジデンシャル・セキュリティ社およびバレー・バグラー・アンド・ファ

イア・アラーム社の全株式を、エジソンセレクト社に総額 37,025百万

円（305,992千米ドル）で売却しました。この売却による株式売却益は

合計で 22,828百万円（188,661千米ドル）でした。最終的な売却価額

は、修正されます。

1998年 10月 1日に、当社は、当社が保有する東京インターネット

株式会社の全株式を、PSINet社の日本法人に 17,834百万円（147,388

千米ドル）で売却しました。この売却による株式売却益は 13,054百万

円（107,884千米ドル）でした。売却価格は、最終的に価格修正される

可能性があります。

23. キャッシュ・フローに関する補足情報

キャッシュ・フローに関する補足情報は、次のとおりです。

24. セグメント情報

当社は 1999年 3月 31日に終了した会計年度から、基準書第 131号

「企業のセグメントおよび関連情報の開示（Disclosures about Seg-

ments of an Enterprise and Related Information）」を適用しました。

この基準書は当社の報告対象オペレーティング・セグメントについて

財務情報の開示とその説明を要求するものです。以下に報告されてい

るオペレーティング・セグメントは、そのセグメントの財務情報が入

手可能なもので、その営業損益が経営陣によって経営資源の配分の決

定および業績の評価に通常使用されているものです。

当社はセキュリティサービス事業、情報・通信・その他のサービス

事業、保険サービス事業およびメディカルサービス事業の 4つの事業

セグメントを営んでいます。

セキュリティサービス事業では、当社独自のセキュリティシステム

を活用して多様なセキュリテイ業務を提供するとともに安全商品の製

造販売を行なっています。情報・通信・その他のサービス事業では、当

社所有のコンピュータ・ネットワークを利用したネットワーク業務の

提供やコンピュータソフトウェアおよびその他の製品を開発、販売し

ています。保険サービス事業では、日本市場における損害保険ビジネ

スを主とする保険業務を行っています。メディカルサービス事業では、

在宅医療患者の点滴サービス、看護婦による訪問看護サービス、当社

のコンピュータ・ネットワークを利用して医療データを送信するサー

ビスなどを提供しています。

セグメント別売上高は、セグメント別に一定の基準により配賦され

た受取利息およびその他収入を含んでいます。全社収益には、受取利

息、投資利益、および親会社またはウエステック・セキュリティ・グ

ループ社（当社 100％出資の米国子会社）のいずれの系列下にもない

会社からの受取配当金を含んでいます。全社費用には、これら 2社の

販売費および一般管理費、繰延資産の償却費、および為替差損（純額）

を含んでいます。

セグメント間の販売価格は、連結対象以外の会社に請求する価格と

ほぼ同等の価格で決定しています。

セグメント毎の資産は、それぞれのセグメントで独占的に利用して

いる資産もしくはセグメント間にて共同利用されている場合には配賦

後の資産です。全社資産は上記 2社が一般管理業務のために保有する

資産で、主に、現金・預金および現金同等物、短期投資、投資有価証

券、土地、建物および構築物、機械装置、器具備品およびその他の有

形固定資産などで構成されています。

1999年、1998年、1997年の各年の 3月 31日に終了する年度のビ

ジネスセグメントおよび地域別セグメントに関する情報は、以下のと

おりです。

単位：百万円 単位：千米ドル

3月31日終了の各年度 3月31日終了年度

1999 1998 1997 1999

1年間の現金支出：
支払利息 ¥   1,599 ¥  1,409 ¥  1,454 $   13,215

法人税等 ¥ 37,209 ¥29,514 ¥29,242 $ 307,512

非資金投資および財務活動：
転換社債の資本金
および資本準備金への転換 ¥      766 ¥     148 ¥10,775 $     6,330

キャピタル・リースに
係る債務の増加 ¥   2,032 ¥  2,489 ¥10,132 $   16,793

買収に伴う引継債務 ¥ 99,594 ¥  9,285 ¥       — $ 823,091
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ビジネスセグメント情報
単位：百万円 単位：千米ドル

3月31日終了の各年度 3月31日終了年度

1999 1998 1997 1999

売上高および収入：
セキュリティサービス事業
外部顧客に対するもの ¥293,104 ¥282,066 ¥266,209 $2,422,347

セグメント間取引 975 877 896 8,058

小　計 294,079 282,943 267,105 2,430,405

情報・通信・その他のサービス事業
外部顧客に対するもの 55,367 30,910 29,301 457,579

セグメント間取引 2,989 1,337 1,311 24,702

小　計 58,356 32,247 30,612 482,281

保険サービス事業
外部顧客に対するもの 4,775 5,365 4,633 39,463

セグメント間取引 2,099 2,156 1,985 17,347

小　計 6,874 7,521 6,618 56,810

メディカルサービス事業
外部顧客に対するもの 1,075 855 681 8,884

セグメント間取引 117 100 90 967

小　計 1,192 955 771 9,851

計 360,501 323,666 305,106 2,979,347

セグメント間取引消去 (6,180) (4,470) (4,282) (51,074)

全社項目 39,825 3,608 2,972 329,132

連結売上高および収入 ¥394,146 ¥322,804 ¥303,796 $3,257,405

税引前利益（損失）：
セキュリティサービス事業 ¥69,890 ¥69,003 ¥69,117 $577,603

情報・通信・その他のサービス事業 (978) (3,517) (3,130) (8,083)

保険サービス事業 265 291 202 2,190

メディカルサービス事業 (1,053) (987) (716) (8,702)

計 68,124 64,790 65,473 563,008

全社項目 15,647 (11,876) (9,987) 129,314

支払利息 (1,078) (1,051) (1,195) (8,909)

連結税引前利益 ¥82,693 ¥51,863 ¥54,291 $683,413

資産：
セキュリティサービス事業                                                                                                          ¥311,339 ¥299,774 ¥261,932 $2,573,050

情報・通信・その他のサービス事業 51,396 37,637 30,007 424,760

保険サービス事業 113,210 1,773 1,717 935,620

メディカルサービス事業 1,462 1,314 1,393 12,083

計 477,407 340,498 295,049 3,945,513

全社項目 141,037 117,059 143,252 1,165,595

持分法適用会社への投資および貸付金 25,010 22,284 22,770 206,694

総資産 ¥643,454 ¥479,841 ¥461,071 $5,317,802

減価償却費および償却費：
セキュリティサービス事業                                                                                                                 ¥27,620        ¥27,166             $238,950

情報・通信・その他のサービス事業 1,315 1,861 1,374 10,868

保険サービス事業 3 3 1 25

メディカルサービス事業 69 56 159 570

計 30,300 29,540 28,700 250,413

全社項目 242 169 217 2,000

総減価償却費および償却費 ¥30,542 ¥29,709 ¥28,917 $252,413

¥28,913
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設備投資額：
セキュリティサービス事業                                                                                                                 ¥42,758 ¥45,770 ¥38,410 $353,372

情報・通信・その他のサービス事業 1,119 1,526 2,836 9,248

保険サービス事業 — — 10 —

メディカルサービス事業 79 99 14 653

計 43,956 47,395 41,270 363,273

全社項目 1,542 535 128 12,744

総設備投資額 ¥45,498 ¥47,930 ¥41,398 $376,017

当社には、連結総売上高及び収入の 10%以上を占める単一の顧客はありません。

下記の表はセキュリティサービス事業の部門別の外部顧客に対する売上高および収入の内訳です。当社の経営者は、セキュリティサービス事業を

単一のオペレーティング・セグメントとして意思決定を行っています。

単位：百万円 単位：千米ドル

3月31日終了の各年度 3月31日終了年度

1999 1998 1997 1999

エレクトロニックセキュリティサービス：
セントラライズドシステム ¥219,670 ¥209,855 ¥199,498 $1,815,455

ローカルシステム 4,223 4,264 3,980 34,901

その他セキュリティサービス：
常駐 30,178 28,852 26,487 249,405

現金護送 12,275 11,522 10,558 101,446

安全商品およびその他 26,758 27,573 25,686 221,140

セキュリティサービス事業計 ¥293,104 ¥282,066 ¥266,209 $2,422,347

地域別セグメント情報

1999年 3月 31日、1998年 3月 31日および 1997年 3月 31日に終了した各 1年間における顧客の所在地別に分類した売上高および収入、長期
性資産は次のとおりです。

単位：百万円 単位：千米ドル

3月31日終了の各年度 3月31日終了年度

1999 1998 1997 1999

売上高および収入：
日本 ¥349,702 ¥300,459 ¥285,988 $2,890,099

米国 33,580 11,234 8,562 277,521

その他 10,864 11,111 9,246 89,785

計 ¥394,146 ¥322,804 ¥303,796 $3,257,405

長期性資産：
日本 ¥169,737 ¥161,171 ¥149,992 $ 1,402,785

米国 584 8,231 4,780 4,826

その他 6,627 6,784 6,473 54,769

計 ¥176,948 ¥176,186 ¥161,245 $ 1,462,380

売上高および収入、長期性資産に関して、その他地域において個別には金額的に重要性のある国はありません。

25. 後発事象

当社は、1999年 8月 11日に、1999年 6月 29日開催の株式会社パ

スコ（以下パスコ）の株主総会において承認された総額 15,000百万円

（123,967千米ドル）の第三者割当増資を引受けました。その結果、当

社は現在、パスコの発行済株式の 67.5％を所有しています。この買収

は、パーチェス法（買収法）によって会計処理され、取得価額は、株

式取得日の公正価額に基づき資産および負債に配賦されます。パスコ

は航空写真測量および地理情報システムの提供を主な事業とする東京

証券取引所一部上場企業で、1999年 3月 31日に終了する年度の売上

高は、52,984百万円（437,884千米ドル）でした。
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公認会計士の監査報告書

セコム株式会社の株主各位および取締役会へ

私どもの意見によれば、添付の連結貸借対照表ならびにこれに関連する連結損益計算書および連結資本勘定変動計算書および連結キャッシュ・

フロー計算書は、セコム株式会社およびその連結子会社の 1998年および 1999年 3月 31日現在の財政状態ならびに 1999年 3月 31日に終了した

3年間の各会計年度の経営成績およびキャッシュ・フローを、米国において一般に公正妥当と認められた会計原則に準拠し、すべての重要な点に

おいて適正に表示している。これらの連結財務諸表は、会社の経営者の責任のもとに作成されたものであり、私どもの責任は、私どもの監査にも

とづいてこれらの連結財務諸表についての意見を表明することである。私どもは、米国において一般に認められた監査基準に準拠して監査を実施

した。これらの監査基準は、財務諸表に重要な虚偽記載がないかどうかについて合理的な確証を得るように、私どもが監査を計画し、実施するこ

とを要求している。監査は、財務諸表における金額や開示の基礎となる証拠の試査による検証、経営者が採用した会計原則および経営者が行った

重要な見積りの検討、および財務諸表全体の表示に関する評価を含んでいる。私どもは、私どもの監査が上述の監査意見に対する合理的な基礎を

提供していると確信している。

1999年 5月 14日（1999年 8月 11日時点となる注記 25を除く）

〒 150-6013
東京都渋谷区恵比寿四丁目 20番 3号
恵比寿ガーデンプレイスタワー

Tel: 03-5424-8100
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要約財務データ
セコム株式会社および子会社
3月 31日終了の会計年度

単位：百万円

1999 1998 1997 1996 1995 1994

連結売上高およびその他収入の内訳
売上高およびその他収入： ¥394,146 ¥322,804 ¥303,796 ¥281,547 ¥258,947 ¥245,264
契約関係収入： 266,346 254,493 240,523 223,019 210,606 202,560

対売上比率 67.6 % 78.8 % 79.2 % 79.2 % 81.3 % 82.6 %
エレクトロニックセキュリティサービス――
セントラライズドシステム 219,670 209,855 199,498 184,657 174,375 167,323
構成比 55.7 65.0 65.7 65.6 67.3 68.2

ローカルシステム 4,223 4,264 3,980 4,028 3,935 3,864
構成比 1.1 1.3 1.3 1.4 1.5 1.6
小計 223,893 214,119 203,478 188,685 178,310 171,187

その他セキュリティサービス――
常駐 30,178 28,852 26,487 24,768 23,755 23,327
構成比 7.7 8.9 8.7 8.8 9.2 9.5

現金護送 12,275 11,522 10,558 9,566 8,541 8,046
構成比 3.1 3.6 3.5 3.4 3.3 3.3
小計 42,453 40,374 37,045 34,334 32,296 31,373

商品、ソフトウェア、メディカルサービスおよびマンションデベロッパー事業 85,580 62,184 57,459 46,722 40,982 37,953
構成比 21.7 19.3 18.9 16.6 15.8 15.5

投資有価証券売却益 35,700 570 732 7,074 2,989 617
構成比 9.1 0.2 0.2 2.5 1.2 0.2

受取利息およびその他収入 6,520 5,557 5,082 4,732 4,370 4,134
構成比 1.6 1.7 1.7 1.7 1.7 1.7

当期純利益、現金配当金および株主持分
当期純利益 ¥  49,918 ¥  18,990 ¥022,798 ¥023,264 ¥0  9,896 ¥010,566
現金配当金（支払済）（1） 7,555 6,972 5,719 5,459 5,438 4,784
株主持分 327,147 283,840 284,634 260,854 238,239 213,717

連結財務指標
運転資本比：
借入金：
短期借入金 8.4 5.7 8.3 8.8 9.9 10.6
一年内返済予定長期借入債務 2.5 1.7 2.3 5.2 0.8 4.4
転換社債 0.3 0.6 0.7 0.9 6.8 7.3
その他長期債務 5.2 6.4 3.7 3.4 3.5 3.6
負債合計 16.4 14.4 15.0 18.3 21.0 25.9

株主持分 83.6 85.6 85.0 81.7 79.0 74.1
総資本 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

総資本利益率（%）（a） 7.8 4.0 4.9 5.3 2.5 2.8
自己資本利益率（%）（b） 15.3 6.7 8.0 8.9 4.2 4.9
対売上高およびその他収入比：
減価償却費 7.8 9.2 9.5 11.5 10.4 12.4
賃借料 2.7 3.2 3.4 3.7 4.1 4.9

減価償却累計率（%） 62.1 61.7 60.8 60.6 61.2 59.5
純資産回転率（回数） 2.53 2.15          2.27             2.22 2.17 2.27
税引前利益支払利息カバレッジ（倍数）（c） 77.7 50.3 46.4 37.8 26.4 16.8
税引前利益支払利息・賃借料カバレッジ（倍数）（d） 19.1 12.5 12.7 11.6 9.6 6.7

注：設置工事売上高は、対応するセントラライズドシステムおよびローカルシステム収入に含まれています。
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1999 1998 1997 1996 1995 1994

外部への発行済株式数
発行済株式数 116,392,109 116,233,393 116,203,824 114,378,620 113,766,167 113,289,040
当社保有 11,817 3,185 2,926 2,016 24,941 10,086

差引残高 116,380,292 116,230,208 116,200,898 114,376,604 113,741,226 113,278,954

1株当り情報：
基本的当期純利益（円）（2） ¥   429.03 ¥   163.40 ¥0,197.37 ¥0,204.18 ¥0,087.14 ¥0,096.71
配当金（円）（1） 65.00 60.00 50.00 48.00 48.00 45.00
株主資本（円）（3） 2,811.02 2,442.05 2,449.50 2,280.66 2,094.57 1,886.64
キャッシュ・フロー（円）（2） 621.51 354.02 387.35 438.27 275.57 325.84
株価/純資産倍率 3.99 3.34 2.84 3.06 2.55 3.60
株価/収益率 26.15 49.88 35.21 34.23 61.40 70.31
株価/キャッシュ・フロー倍率 18.05 23.02 17.94 15.95 19.41 20.87
期末株価（円） 11,220 8,150 6,950 6,990 5,350 6,800

株式データ
セコム株式会社
3月 31日終了の会計年度

株主情報
1999 1998 1997 1996 1995 1994

株主数 9,458 9,911 10,849 11,223 11,696 11,771
普通株式保有：
金融機関 45.71% 44.26% 42.57% 40.00% 45.10% 42.74%
証券会社 0.90 0.98 1.31 1.35 1.25 1.16
その他企業 13.67 13.73 14.05 14.49 15.02 14.73
外国投資家 26.90 27.40 27.03 28.04 21.65 24.26
個人投資家およびその他投資家 12.82 13.63 15.04 16.12 16.98 17.11
計 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

注記：（a）純利益 /総資産
（b）純利益 /株主資本
（c）（税引前当期純利益 +支払利息）/支払利息の計算式を 1999年、1998

年、1997年、1996年の各3月31日終了年度に適用。（継続事業からの
税引前利益+支払利息）/支払利息の計算式を 1995年、1994年の各 3
月 31日終了年度に適用。

（d）（税引前当期純利益+支払利息+1/3賃借料）/（支払利息+1/3賃借料）の計算
式を 1999年、1998年、1997年、1996年の各 3月 31日終了年度に適用。（継
続事業からの税引前利益+支払利息+1/3賃借料）/（支払利息+1/3賃借料）の
計算式を 1995年、1994年の各 3月 31日終了年度に適用。

（1） 8,147百万円（70円 /1株）の現金配当が 1999年 6月 29日の株主総会で承認されました。（連結財務諸表の注記 16参照）
（2） 1株当りの金額は、期中の加重平均発行済普通株式数にもとづいて計算されています。
（3） 1株当りの金額は、当社保有自己株式を控除後の、各年度 3月 31日時点での発行済株式数にもとづいて計算されています。
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株価情報（東京証券取引所調べ）
1株当りの株価 日経平均

高値 安値 高値 安値

1997年 4月―6月 8,640 6,850 20,681.07 17,485.75
7月―9月 9,000 7,860 20,575.26 17,683.27
10月―12月 8,870 7,130 17,842.16 14,775.22

1998 1月―3月 8,930 7,520 17,264.34 14,664.44
4月―6月 8,490 7,700 16,536.66 14,715.38
7月―9月 8,660 7,630 16,731.92 13,406.39
10月―12月 9,450 7,930 15,207.77 12,879.97

1999年 1月―3月 11,770 8,800 16,378.78 13,232.74

発行済普通株式

発行新株 発行済株式数 資本金 株主割当率
発行日 （千株） （千株） （千円） （無償増資割合） 摘要

1974年6月15日 1,968 9,200 ¥00,460,000 — 時価発行　（￥900）
1974年12月21日 2,760 11,960 598,000 3：10 株式分割
1975年5月21日 1,196 13,156 657,800 1：10 株式分割
1975年5月21日 1,244 14,400 720,000 — 時価発行　（￥1,134）
1975年12月1日 4,320 18,720 936,000 3：10 株式分割
1976年5月31日 1,880 20,600 1,030,000 — 時価発行　（￥2,570）
1976年6月1日 2,060 22,660 1,133,000 1：10 株式分割
1976年12月1日 6,798 29,458 1,472,900 3：10 株式分割
1977年11月30日 2,042 31,500 1,575,000 — 時価発行　（￥1,700）
1977年12月1日 6,300 37,800 1,890,000 2：10 株式分割
1978年12月1日 7,560 45,360 2,268,000 2：10 株式分割
1981年6月1日 3,000 48,360 2,418,000 — 時価発行　（￥2,230）
1981年12月1日 4,836 53,196 2,659,800 1：10 株式分割
1983年1月20日 5,320 58,516 3,000,000 1：10 株式分割
1983年11月30日期 194 58,710 3,280,942 — 転換社債の株式への転換
1984年11月30日期 1,418 60,128 5,329,282 — 転換社債の株式への転換
1985年11月30日期 186 60,314 5,602,945 — 転換社債の株式への転換
1986年1月20日 6,031 66,345 5,602,945 1：10 株式分割
1986年11月30日期 2,878 69,223 11,269,932 — 転換社債の株式への転換
1987年11月30日期 1,609 70,832 15,021,200 — 転換社債の株式への転換
1988年1月20日 3,541 74,373 15,021,200 0.5：10 株式分割
1988年11月30日期 439 74,812 16,063,099 — 転換社債の株式への転換
1989年11月30日期 1,808 76,620 21,573,139 — 転換社債の株式への転換
1990年1月19日 22,986 99,606 21,573,139 3：10 株式分割
1990年3月31日期 1,446 101,052 25,070,104 — 転換社債の株式への転換
1991年3月31日期 2,949 104,001 32,244,732 — 転換社債の株式への転換
1992年3月31日期 2,035 106,036 37,338,751 — 転換社債の株式への転換
1993年3月31日期 267 106,303 37,991,568 — 転換社債の株式への転換
1994年3月31日期 6,986 113,289 56,756,263 — 転換社債の株式への転換
1995年3月31日期 477 113,766 58,214,178 — 転換社債の株式への転換
1996年3月31日期 613 114,379 59,865,105 — 転換社債の株式への転換
1997年3月31日期 1,825 116,204 65,253,137 — 転換社債の株式への転換
1998年3月31日期 29 116,233 65,327,060 — 転換社債の株式への転換
1999年3月31日期 159 116,392 65,709,927 — 転換社債の株式への転換
注記：上記は、セコム株式会社の普通株式発行の記録です。この普通株式は、1974年の 6月から東京証券取引所に上場されています。


